



































































































































て核軍縮に関する政策も示された。一方、米国のオバマ政権はプラハ演説から 1年になる 2010 年 4月





























































































58年前、停戦協定を結んだ当事国である中国と米国が 2011 年 1月の首脳会談で朝鮮半島問題を主要
議題として取り上げた。ワシントンで発表された共同声明で両国は、緊張緩和と北南改善の重要性を強
調し、北南対話を求めた。そして朝鮮半島非核化に関する 9.19 共同声明を履行するために 6者会談を
早急に開催することを主張した。
2011 年 11 月の西海砲撃戦は、いまだ続く朝鮮戦争の「最後の交戦」になるかもしれない。あの紛争
によって「戦争と平和」のテーマが国際政治のイシューとして浮上「21世紀における建設的、協力的、
包括的な米中関係」（中米中共同声明）を目指す動きと北南和解のプロセスをシンクロ（同期）させる機
運がうまれた。そして中米首脳が、その履行を主張した 9.19 共同声明（2005 年に 6者会談で採択）に
は「直接的な当事国」が適切な別途の枠組みをつくり「朝鮮半島の恒久的な平和体制を樹立するための
交渉」をスタートさせるとの項目がある。
5．平壌宣言と日本外交の課題
－先決課題は過去の清算
6 者会談を再開させるのであれば、失敗した構図をただ単に復元するのではなく大胆に再構築すべき
というのが朝鮮の立場だ。朝米の協調体制が組み込まれた 6者の枠組みが成立し、朝鮮半島の非核化プ
ロセスが再び動き出せば「核なき世界」へのチャレンジが北東アジアから始まることになる。最後の冷
戦構図が崩れ、地域の国際秩序も再編されることになる。
これからは発想の転換が求められる。朝鮮と日本の間にも解決すべき懸案がある。「唯一の被爆国」で
あり「非核 3原則」を掲げる日本が、「核」をテーマにした多国間交渉の場では問題解決を妨げていた。
その汚名を返上しなければ、今後 6者会談が再開されたとしても日本のプレゼンスは望めない。
日本の対朝鮮外交における先決課題は平壌宣言にもとづく過去の清算だ。首脳間で確認された関係改
善の基本問題を解決し、新たな朝日関係のビジョンを内外に示さなければ、日本が北東アジアの新秩序
構築に主動的にコミットしていくことはできない。これまでのように「妨害者」を演じることになる。
日本が「拉致、核、ミサイル問題」の解決を過去清算と国交正常化の前提とするというレトリックに
囚われている限り、交渉の進展は望めない。朝鮮は日本との国交正常化は取引ではないとの立場を明確
にしている。外交関係者たちは、朝鮮と日本との国交正常化とは「植民地支配の過去を清算した上で両
国間に善隣友好関係を築く」ことであり、それは「日本が自らの歴史的責任を果たす問題」だと指摘する。
言い換えれば、日本が決断すれば朝日関係は改善するということだ。朝鮮側のメッセージを正しく理解
すべきだ。朝日関係の改善は多国間外交の中断や再開とは関係がない。北東アジア情勢の変化を見据え、
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日本が主動的に取り組むべき外交課題があることを再確認する必要がある。
－対米追随から自主外交へ
朝鮮と国交を結び善隣友好関係を築けば日本の外交的選択の幅は格段に広がる。同盟国・米国との関
係も例外ではない。これまで日本は米国の朝鮮敵視政策に追随してきた。米国が動かない限り、平壌宣
言の履行も朝鮮との国交正常化もないというスタンスでやってきた。その結果、過去の 6者会談で見せ
たような外交的な麻痺状態に陥った。
朝鮮は米国との信頼醸成の必要性を主張はしても、自国との関係を改善した米国の政策に日本が追随
すべきだと主張することはないだろう。日本は自らの国益に則した自主外交を展開してこそ北東アジア
の平和に寄与することができると考えるからだ。
朝鮮の外交関係者たちは「平壌宣言こそ日本の自主外交の礎になる」と主張してはばからない。善隣
友好関係にある日本が自主外交路線を追求するならば、朝鮮は隣国として積極的に対応することができ
るということだ。例えば、日本が過去を清算し朝鮮との関係を正常化した上で、米国に対しても「核な
き世界」の実現を求めれば、朝鮮も共同歩調をとることができるようになる。それは日本が朝鮮側に対
して過去の清算と国交正常化を約束したからこそ、平壌宣言で 6者会談の「青写真」が示されたという
経緯によっても実証されている。
オバマ大統領はプラハ演説で「核を使用した唯一の保有国としての道義的責任」にふれ，「核のない，
平和で安全な世界を米国が追求していくことを明確に宣言する」と述べた。彼は在任期間中に広島、長
崎を訪問したいと公言した。日本が過去の歴史を反省し、北東アジアの平和と安全を真に願い、そのた
めの役割を果たしていこうとするのならば、被爆地で式典が行われる時、そこに日本人の姿だけがあっ
てはならないだろう。朝鮮半島の北と南に生きる被爆者たち、そして在日朝鮮人被爆者にも米国大統領
のメッセージはは届くべきだ。
朝鮮外務省備忘録は、朝鮮民族は 1945 年に核の被害を受けて以来、今日まで核の脅威にさらされ続
けていると主張している。朝鮮民族の核体験に日本は深く関与している。広島、長崎に対する米国の核
攻撃の被害を直接受け、日本人の次に多くの死傷者を出したのは朝鮮民族だ。日本の植民地支配がその
背景にある。
1950 年代の戦争では米国が核兵器の使用を公言した。朝鮮半島で北から南へと流れる「避難民」が
発生し、生き別れた離散家族の苦痛が今日まで続くことになった。そして停戦協定で想定された平和条
約は締結されることなく、朝鮮半島の南に米国の核兵器が配備された。50年代後半、日本で反核運動が
起こると「親米政権」を維持するために米国は日本に配備した核兵器を朝鮮半島に移した。日本を「非
核化」する代わりに米国は朝鮮半島を「核の拠点」にしたのだ。
世紀が変わっても米国による核の威嚇は終わらなかった。朝鮮は「自衛的抑止力」として核兵器をつくっ
た。このような歴史的経緯を省みれば、日本が「北の核の脅威」だけを一方的に騒ぎ立て、朝鮮に対す
る圧力と制裁に傾倒することは、独り善がりの無責任な行為といわざるを得ない。日本は核問題の本質
を歪め、米国の平和破壊行為を擁護し、朝鮮半島の対立構図に加担してきた。
核問題の直接的当事者は朝米であり、両国の敵対関係解消による解決策が模索されている。朝鮮半島
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非核化プロセスが導く新秩序
と歴史的に深いつながりをもつ日本には非核化プロセスを妨害するのではなく、積極的に後押しする責
務がある。
米国大統領が広島、長崎で「核を使用した国としての道義的責任」を語るならば、日本は自らの責任
において植民地支配の被害者たちと共に歴史を総括する機会をつくる。そして日・米・朝の加害と被害
が交差する地域の歴史をひもとき、核の脅威の根源を確認することで、北東アジアの平和を実現するス
テップとする－「大変革」時代の日本外交にはそのような大胆な構想力と揺るぎない実行力が求められる。
平壌宣言の履行によって築かれる朝鮮との善隣友好関係はそのための基盤となり、日本の自主・平和路
線を積極的に後押しするであろう。

